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翻　訳
エヌ･ア･フルード「社会と権力との対話に
おける統計　　　 国 際 学 術 会 議 の 総 括 　　」
山　　口　　秋　　義
　国際学術会議「社会と権力との対話における統計」が、2008年１月27日から
30日までサンクトペテルブルグ市において開催された。会議を主催したのは、
サンクトペテルブルグ国立経済財政大学（СПбГУЭФ）統計学計量経済学講
座、サンクトペテルブルグ統計委員会（Петростат）、ロシア連邦科学アカデ
ミー社会学研究所（Социологический институт РАН）、とであった。サンク
トペテルブルグ国立経済財政大学統計学計量経済学講座の講座長は、ロシア連
邦科学アカデミー会員で経済学博士のイ・イ・エリセーエワ教授である。サン
クトペテルブルグ統計委員会はロシア連邦国家統計庁の地方直轄組織であり、
サンクトペテルブルグ市とレニングラード州とを管轄している。
　会議にはロシア、ドイツ、ブルガリア、日本、ウクライナ、ベラルーシ、カ
ザフスタン、とにおける国内外60以上の、高等教育機関、国家統計機関、研究
機関、とを代表する研究者と実務家が参加した。サンクトペテルブルグ国立経
済財政大学統計学計量経済学講座は、この種の会議をすでにこれまで定期的に
主催してきた。168人もの参加者を得てネヴァ川のほとりで開催された今回の
ように立派なフォーラムはかつてなかった。国内外からの参加者は、社会と権
力との相互関係における統計の位置付け、政府統計資料の質、研究と実践活動
とにおける政府統計資料の利用可能性、とに関する諸問題を論議するために当
地を訪れた。会議の開会祝典は１月28日に行われた。会場となったのはサンク
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トペテルブルグにおける最も美しい宮殿のひとつである、マクシムゴーリキー
記念ロシア科学アカデミー「学者の家」であった。この宮殿はかつてヴェ・
ア・ロマノフ大公の邸宅であった。会議の開催場所としてこの宮殿が選ばれた
のは次のような経緯による。ここサンクトペテルブルグ「学者の家」におい
て、すでに40年以上にもわたりロシア科学アカデミー「社会経済問題・統計セ
クション」が研究会活動を続けており、その月例会議において統計学と統計行
政とに関する焦眉の諸問題をめぐる論議が交わされ、大きな成果をあげてきた
からである。
　開会あいさつのなかで、サンクトペテルブルグ国立経済財政大学学長イ・
ア・マクシムツェフは次のように述べた。サンクトペテルブルグは、経済学、
数学、統計学、との長い伝統を有しており、この学問分野における重要な中心
地のひとつと見なされている。この地にあってサンクトペテルブルグ国立経済
財政大学は、統計家を養成する高等教育機関としてロシアの北西地方における
唯一のものである。イ・ア・マクシムツェフはこの会議が大きな社会的意義を
もっていることを強調し、参加者が有意義かつ興味深い議論を交わすことへの
期待を表した。
　つづいて会議へのあいさつを述べたのは次の人々であった。すなわち、ロシ
ア連邦北西連邦管区大統領府副全権イェ・ヴェ・ルキヤノフ、ロシア連邦国家
統計庁（Росстат）副長官イ・エス・ウリヤノフ、サンクトペテルブルグ経済
発展・工業政策・商業委員会副議長イェ・ヴェ・ゴロウリナヤ、レニングラー
ド州副知事で経済発展投資活動委員会議長のゲ・ヴェ・ドウヴァス、｢金融と
統計｣出版社社長ア・エヌ・ズヴォノヴァヤ、ロシア連邦科学アカデミー中央
経済数理研究所（ЦЭМИ РАН）副所長で雑誌『応用計量経済学』代表編集委
員のエス・ア・アイヴァジャン、サンクトペテルブルグ統計委員会議長オ・エ
ヌ・ニキフォロフ、とである。
　イェ・ヴェ・ルキヤノフは会議のテーマに対する深い満足の意を表して次の
ように述べた。ここ数年、現代社会における統計の役割は益々大きくなってい
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る。これはグローバル化と、情報通信技術に依拠した経済情報の拡充とによっ
て、惹起されたものである。社会と権力との対話手段としての統計を改善する
ための諸方法を探究するためには、統計家が努力するだけでなく、政府機関や
学界からも関心が寄せられることが必要である。イェ・ヴェ・ルキヤノフは、
実践面において大きな意義のあるテーマをめぐって、このような国際会議が開
催されることに対し、深い敬意を表した。また彼は、社会、経済、人口、環
境、他の諸側面について、科学的根拠のある情報の全面性と真実性とを向上さ
せ、国家統計を改善するための建設的提案を作成するうえで、会議が大いに貢
献することへの期待を示した。
　ゲ・ヴェ・ドゥヴァスは自らの発言の中で、ロシア連邦の地方自治体に関す
る統計指標を相互比較する際にしばしば見受けられる食い違いの例を引用しな
がら、地方統計の改善の必要性について注意を払うよう会議参加者へ訴えた。
　ロシア科学アカデミー社会学研究所長でサンクトペテルブルグ国立経済財政
大学統計学計量経済学講座長であるイ・イ・エリセーエワは、会議参加者への
あいさつの中で次のことを強調した。すなわち、統計とは何か、統計の意義は
何か、民主主義や法治国家の仕組みと統計とはいかなる関係にあるか、といっ
た諸問題に関する共通の理解が、私たちの社会には欠けている。また、実施さ
れる政策に関する十分な情報を、国民へ伝えなければならないという考えが為
政者にはないし、伝えられる情報の優先順位はいわゆる政治的恣意によって決
められており、計算や予測結果などの科学的根拠に基づいて決められていな
い。そして、ロシア国家統計庁が保有する膨大な統計情報の公開は全く不十分
であり、最近の10年間において政府統計は拡充されるどころか縮小されたとい
わざるを得ない。そしてこのことによって、社会と権力との建設的対話を拡げ
ることが妨げられている。ここでは、｢社会の文化水準は統計集の厚みによっ
て計られる｣という有名なことばを想い起こす必要があろう。わが国の統計は
根本的に大きく変革された。にもかかわらず、わが国統計制度の状態は依然と
して不十分なままであり、その産物である統計指標も根本的な改善を必要とし
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ている。このことは、専門家による国際交流が活発になるに従って、ますます
明らかとなりつつある。
　「学者の家」において１月28日に開催された全体会議の主要なテーマは、権
力と社会とのフィードバック手段としての統計であった。
　ロシア国家統計庁副長官イ・エス・ウリヤノフはロシア国家統計庁長官
ヴェ・エル・ソコリンに代わって会議参加者へのあいさつを述べ、会議のテー
マが重要であることを強調した。彼は、統計が人々の日常生活において益々重
要な存在となっていることを指摘した。ロシアにおける証券市場が発展するこ
とによって、有価証券取引と経済活動とに関する諸指数などの統計数を、必要
とする人々の数が増加していくであろう。銀行業務や、金利変動のわが国経済
への影響、などとに関する真実性のある情報が、益々大きな意義をもつように
なっている。彼は、企業統計を改善するための主な方針を明らかにし、工業統
計改善に関する国際機関からの提言を、現在わが国の統計行政へ導入しつつあ
ることを述べた。
　ロシア国家統計庁総合統計活動・広報課次長のエヌ・イ・パシンツェワは、
連邦、地方、市、とにおける社会経済政策を、作成し遂行する際に行われる情
報分析において、統計がさらに効果的に利用されうる潜在力をもっているこ
と、すなわち、国家行政をより効率的に遂行するうえで統計に何ができるか、
について詳細に発言した。彼女は、ロシア連邦地方自治体活動の効率性の評価
付け、国家プロジェクトその他の優先順位の作成、などの焦眉の課題に関し
て、一連のモニタリング調査を行ったことを報告した。また、自治体統計の情
報基盤を作成するための、組織と方法論とに関する諸方針全体について明らか
にした。さらに、国家統計と官庁統計との情報資源を相互調整する諸問題、全
ロシア標準分類の作成と改善とに向けて継続的に行われている活動、とについ
て言及した。
　ロシア科学アカデミー社会学研究所（ИС РАН）教授で経済学博士のイ・
ヴェ・ルィヴキナは、現代ロシア社会における｢社会病理｣である、アルコール
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中毒、浮浪、極貧、暴力行為、等の一連の社会現象に対して、会議参加者の関
心を惹きつけた。「社会病理を生み出す社会的メカニズム」と呼ぶにふさわし
いからくりがあり、そのからくりを構成する主要な要素は国家であると見なす
ことが可能でありまた必要でもある、と報告者は述べた。国家は、作成される
政策と法体系とを通じて、道徳と法秩序とへ影響を与える。「ロシアの社会的
健全化プログラム」を立案することが、今日のロシア国家にとっての最重要課
題である。イ・ヴェ・ルィヴキナは、科学アカデミー会員テ・イ・ザスラフス
カヤが指導する研究者グループによって、1980年代半ばに行われた研究につい
て触れた。彼女は、当時の研究グループが、住宅公共設備事業と教育の分野に
おける、対住民サーヴィスを提供する企業に関する統計報告を、組換え利用し
た際の困難について詳しく述べた。彼女等の研究によって、多くの統計指標が
情報不足であり、「役に立たないことが明らかとなり」、そのために指標体系の
対案を作成しなければならなかったことが述べられた。しかし残念ながら、こ
の指標体系の対案は会議参加者へ示されなかった。
　ドイツポツダム大学統計学計量経済学講座長のハンス・G・シュトロエ教授
の報告もまた、企業統計の改善に関するものであった。彼は、ドイツにおける
国有企業活動に対する調査の試み、経済の国家セクターに関するロシアとドイ
ツとの比較分析結果、とについて発言した。また、ドイツの国有企業に関する
統計データへのアクセスが容易なこと、それと対照的にロシアの国有企業に関
する統計データの入手が困難であること、とを強調した。
　ロシア科学アカデミー中央経済数理研究所副所長でエム・ヴェ・ロモノーソ
フ記念モスクワ国立大学モスクワエコノミックスクール学部長の物理数学博士
エス・ア・アイヴァジャン教授は、ロシア国家科学資金による支援を受けて進
められた２つのプロジェクトである、「ロシアとその地方の社会経済発展軌道」
と「統合情報研究システム『世界の国々』の創設と発展」との研究成果につい
て明らかにした。これらの研究は計量経済学的方法を利用して進められ、国家
が遂行する社会・経済・その他の政策が、ロシア国民の生活の質に関するいく
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つかの重要な統計指標へ、どのように影響したかが研究された。研究の第１段
階において、数値として明示しにくい典型的なカテゴリーである、「国民の質」
「社会的合意の水準」「国民生活の質」といった指標を組み合わせた統合指標体
系が作成された。また、第２段階において、国家の社会経済政策と国民生活の
質との様々な関係がモデル化され分析された。統合指標体系を作成し、これら
の推移を追跡調査し、政策と諸指標との統計によって示される相互関係がモデ
ル化された。このことによってまず、生活の質と国家によって実施される諸政
策の有効性との類型化に依拠した、国別ランキング付けが可能となる。また同
時に、政策と諸指標との相互関係の分析結果を利用し、それらの推移を観察す
ることとによって、国家行政における主要課題と弱点を解明することが可能と
なる。国家行政における主要課題と弱点を解明することは、国家と社会との
フィードバック関係の諸課題の解決策を見出すうえで、情報分析上の重要な部
分となろう。
　サンクトペテルブルグ国立経済財政大学教授のエヌ・エム・バグロフは、ロ
シア国家統計庁が全ソ連国民経済部門標準分類（ОКОНХ）から全露経済活動
形態標準分類（ОКВЭД）へ移行したことに伴う諸問題について報告した。こ
のような標準分類の変更が、経済活動の諸傾向の多くの部分に関する動態の鎖
を断ち切ってしまい、ロシアの社会経済発展を体系的に分析する上で大きな困
難と不都合とを呼び起こしている。報告者は統計情報の一貫性の無さを示す幾
つかの例をいくつかの統計集から引用した。エヌ・エム・バグロフの見解によ
ればその原因は次のなかに潜んでいる。第一に、市場経済への移行に伴って企
業の統計報告における責任が低下し、末端における統計情報を収集しにくく
なっていることであり、第二に、実際には遅い経済発展のテンポをありのまま
に示さないでベールに包んでおきたいという統計機関当局の欲求によるもので
ある。ロシア国家統計庁の公表資料を利用するには、大幅な再加工が必要であ
る。
　日本の九州国際大学教授で経済学博士である山口秋義の報告は、新しい｢統
九州国際大学経営経済論集　第15巻第１号 （2008年10月）
―　　―99
計法｣（2007年）の制定と関連した日本の統計改革に関するものであった。日
本では長年にわたり、各省庁が各々情報の収集と作成とを行う分散型統計制度
が採用されてきた。このような統計制度の長所は、各省庁がそれぞれ必要とす
る情報の空白が生じないことである。しかし分散的統計作成はかなり久しく今
日の統計活動の諸要請に応えておらず、何よりも学術研究やSNA作成上の諸
困難を生じさせている。報告者は新しい統計法の制定に至る経緯と法規定の要
点について詳しく述べた。新しい統計法は、日本の分散型統計制度の弱点をで
きる限り抑え込み、政府統計を国際的標準へ近づけることを目指したものであ
る。
　サンクトペテルブルグ国立経済財政大学准教授で社会経済国際研究センター
｢レオンチェフセンター ｣（МЦСЭИ «Леонтьевский центр»）の上級研究員で
あるア・ペ・ザオストロフツェフは、「経済的自由指数の作成と利用」と題す
る報告を行った。前世紀末から世界の国々の経済的自由に関する研究が、２つ
の独立した組織によってそれぞれ進められてきた。これら２つの組織のひとつ
は、カナダのフレーザー研究所であり、もうひとつは『ウォールストリート
ジャーナル』と共同するアメリカの遺産基金（The Heritage Foundation）
である。ア・ペ・ザオストロフツェフは指数計算の方法論について簡単に述べ
た後、いくつかの国に関する具体的結論を引き合いに出した。
　経済学博士候補で国立大学高等経済学院（モスクワ）（ГУ-ВШЭ）統計学講
座次長である、オ・イ・オブラスツォヴァヤの報告は内容豊富なものであっ
た。彼女は、国際研究コンソーシアムであるグローバルアントレプレナーシッ
プモニター（GEM）へロシアの研究グループが参加していることを述べた。
この研究で得られたデータは、国民の起業活動の活発さに関する国際比較を行
うこと、ロシア社会の起業潜在力を発展させるために国家が行った努力の成果
を評価付けること、とにおいて有益である。モニタリングデータの統計分析
は、起業発展の諸段階が不均等に進むことを示した。様々な国の起業潜在力に
関して国のクラスター分析が行われ、社会経済発展の様々な段階と、起業に関
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する国家の政策の様々なタイプとが、類型化された。世界の国々におけるロシ
ア連邦の2007年のランクが2006年から後退したことは、わが国の企業発展にお
ける複雑な事情を示している。統合指標によって示された結果数値を比較する
ことによって、起業の初期段階が著しく後進的であるという否定的傾向だけで
なく、いくつかの肯定的傾向も示された。また、ジェンダー間格差、技術革
新、輸出潜在力、といった重要な質的パラメータに基づいて、複雑な傾向が明
らかにされた。
　「学者の家」で開催された全体会において、人口問題に関する次のような報
告が行われた。エム・ヴェ・ロモノーソフ記念モスクワ国立大学経済学部人口
学講座長で経済学博士であるヴェ・ア・イオンツェフ教授は、現代社会におい
て急速に高まりつつある情報の役割について指摘した。人口情報は、社会にお
いて生起するところの、経済的、社会的、政治的、民族的、他の諸相の推移を
はっきりと反映する。従って、人口情報は特別に大きな意義をもつ。また彼は
人口センサスに関するレフ・トルストイの言葉を捩りながら、人口情報は現代
社会の全ての長所と短所とを反映する綺麗な鏡であることを、確認することが
できると述べた。ヴェ・ア・イオンツェフはしばしば不正確に混同される、人
口減少と人口的危機との２つの概念について詳しく述べた。人口減少は人口危
機を構成する重要な部分にすぎず、従って直ちに「危機的」とはいえない。一
方の概念を他方の概念とすり替え、混同することによって、現代ロシアにおけ
る人口推移の否定的段階について、情報が大きく歪められることとなる。この
ように情報が歪められることによって、国の指導者がわが国の更なる発展にお
ける現代人口問題の重要性をリアルに理解することが困難となる。毎年約60万
人の人口減少が続く中で、この数年間、短期的に出生数が僅かに増加したこと
をもって、ロシアの人口状況が改善し始めたと見なすことはナイーヴである。
このように人口危機が深化する下で、ロシアの着実な経済発展を云々すること
は単に希望を現実と見なすことであり、国にとって危険な誤解を生むこととな
ろう。人口問題は、出生、死亡、保健、全ての国民生活様式の改善、家族・婚
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姻形態、移民に対する賢明な対応、その他、と関連しており、これらの問題を
解決するための政策をまとめて採用することだけが、人口危機からの脱却を可
能とするであろう。またそのことによって国家と社会の全体が発展することが
可能となろう。
　サンクトペテルブルグ国立経済財政大学地域問題・情報処理・観光・数理方
法学部（РИТММ）学部長で、経済学博士であるエム・ア・クルプト教授は、
中短期における人口政策の変遷について分析し、その全体像を提示した。彼の
分析は、人口戦略上の政策を選択する局面と、それらを実施する局面との、周
期的に入れ替わる２つの局面を経ながら人口政策が遂行される、というモデル
に依拠している。彼の分析課題は、選択されるべき対案を決定する時期を予測
すること、決定時期を規定する諸要因を予測すること、とである。この詳しく
検討された研究方法に従って、戦略決定の局面へ向けて事前に準備することが
可能となり、なかでも、必要な統計情報を適時に入手することを目的とした、
人口政策の成果に対するモニタリングを行うことが可能となる。報告の中で
2015年までのロシアの人口推移に関する悲観的な３つのシナリオが示された。
2007年に実施された諸方策の効果が徐々に効果を示し始めている時期におい
て、タイムリーな次のようないくつかの方策が提案された。
　すなわち、母性保護基金または１歳半に達するまでの子供の養育費助成を、
名目的にでなく実質的に増額すること、これら助成金受け取りと母性保護基金
に関する手続きを簡略化すること、就学前児童の施設体系を整備すること、家
庭に対する価値観と親になることの価値観とを高めることを目指した、テレビ
番組を公費支出または他の何らかの方法に従って推進すること、とである。
　また、人口政策に対するモニタリング実施に関する諸提言が示された。
　医学博士候補でウクライナ大統領府付属国家行政ナショナルアカデミー博士
課程在籍のエヌ・ア・ルィンガチは、国民の「予防できる死」という重要な問
題に関連して発言した。「予防できる死」の中で重要な意味をもつのは、若年
死を抑制することである。若年死が高い水準にあることは、社会政策全体が有
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効に機能していないことを示している。また、特に保健分野に関する活動が有
効でないことを示している。ウクライナの国民を様々な要因に基づいて様々な
グループに分け、「予防できる死」の水準が、上昇しつつあることを特徴づけ
る数値を報告者は示した。2006年のウクライナにおける、25歳から64歳までの
年齢階層についてみると、死亡数の半数以上にあたる55パーセントは、予防で
きたであろうものであり、その大部分は初期の対策が不備であったために起っ
たものである。国民保健の領域における国の政策の成果を、評価する方法とし
ての「予防できる死」の分析は、人口的潜在力の喪失を縮小することを目的と
する、国家行政の有効な手段となりうるであろう。「予防できる死」の水準を
示す情報は、次のような保健政策の優先順位を選択する際に利用することが可
能である。すなわち、各種の医療サーヴィスに対する国民の需要が何であるか
を確認すること、保健制度の活動効率と有効性とを評価づけること、必要な資
源配分を行うこと、保健機関を管理すること、疾病予防を組織すること、とで
ある。
　経済学博士でサンクトペテルブルグ商業・経済大学統計学講座長のテ・ゲ・
マクシモワ教授は報告の中で、国の保健専門機関が保有する統計情報を研究目
的に利用する潜在的可能性について詳しく述べた。医療機関が保有する資源と
その割当量、提供される医療サーヴィスの有効性と質、とに関する真実性のあ
る統計情報を、行政機関が適時に入手することによって、国の保健専門機関の
活動効率が向上する。また、書類作成の効率化をはかり政策決定に要する時間
を削減すること、保健専門国家機関相互間の水平的連絡網を整備し、新しい通
信技術を利用して経験を速やかに伝達すること、ともあわせてあげることがで
きる。
　ロシア科学アカデミーカレリヤ研究センター経済研究所（ペトロザヴォツク
市）部長で経済学博士のテ・ヴェ・モロゾワ上級研究員の報告は、経済状態、
国民の健康、社会的気運、とに関する調査、地域人口推移に関する計画におけ
るこの調査の位置付け、とに関するものであった。誤った原則に基づいて進め
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られる、国と地方の人口政策に起因する否定的諸結果を回避するために必要
な、一連の基本方策が報告の中で示された。特に、人口諸現象に対する国と社
会との影響について述べるなら、人口諸現象は管理されるべきものではなく、
調整されることができるだけであるということを、確認することが必要であ
る。人口諸現象の多くの局面に対して、間接的に作用する諸方策を探求しなけ
ればならない。このような諸方策の様々な方向は、世界の人口政策において十
分幅広く示されている。人口諸現象に対して直接関与する国家の政策が主な位
置を占めるのが、残念ながらわが国の現実である。人口諸現象へ直接作用する
これらの国家政策は、破壊的性格をもつ結果を含めた長期に亘る諸結果を、十
分に考慮したものではない。
　経済改革が人口諸現象へ及ぼした影響は、今日益々深刻となっている。従っ
て、経済改革に関する問題のなかに、人口諸現象へ作用する間接的方策を探究
する手がかりが存在する。最も重要なことは、全ての人口諸現象が集約される
家計が、今日における人口政策の主対象であることを確認することである。
　ゲ・ヴェ・プレハーノフ記念ロシア経済アカデミー（РЭА）経済サイバネ
ティクス学部長で経済学博士であるエヌ・ペ・ティホミロフ教授は、人口推移
を監視することの重要性を強調し、特に人口政策を監視することが必要である
と述べた。彼はこれらに対する調査を行うために、人口再生産マトリクスに基
づいた指標体系を利用することを提案した。このようなマトリクスを利用しな
がら、この先５ヵ年間における人口推移を推計することが可能となる。すなわ
ち、現在の人口構造と人口再生産の枠組みとに依拠して、将来何が生じるかを
予測することができる。調査のなかで採用されるこのようなアプローチによっ
て、わが国人口推移の将来推計において、人口再生産過程の推計が可能となる。
　第２日目と第３日目の会議は、わが国を代表する経済大学のひとつであるサ
ンクトペテルブルグ国立経済財政大学のキャンパス内へ、会場を移して行われ
た。会議は同時進行する次の４つの分科会にわけて進められた。
　第１分科会：地方行政システムにおける統計
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　第２分科会：統計発展の新しい問題
　第３分科会：経済数理モデルにおける統計
　第４分科会：社会人口統計
　第１分科会には国家統計機関の地方組織の代表をはじめとして、最も多くの
参加者が集まった。バシコルトスタン統計委員会副議長のエル・シャ・ガタウ
リンは、バシコルトスタン統計委員会の出版物に掲載された、社会的意義の大
きい統計情報について報告し、バシコルトスタンにおける統計史についても触
れた。長年にわたりペテルブルグ統計委員会議長を務めたエヌ・ゲ・ベスパロ
フは、ペテルブルグ統計委員会の公式統計出版物について詳しく述べた。コミ
統計委員会議長のヴェ・ヤ・スクヴォズニコフは、社会学研究における情報利
用者の要望に、統計機関がどう応えたかについて、その実績を総括的に報告し
た。モスクワ州統計委員会議長のエル・ヴェ・ヴァルヒナは、モスクワ州にお
ける諸組織の技術革新に関する統計調査結果について明らかにした。ヴォルゴ
グラード統計委員会議長のオ・エス・オレイニクは、ロシア連邦の地方が経済
的自主管理へ移行したことが、統計分析の対象としての地方自治体の位置付け
を大きく高めたと指摘した。彼女の報告の主要部分は、地方統計情報分析シス
テム（РСИАС）の構築問題に関するものであった。ヴォログダ統計委員会議
長のカ・イ・エフレモフは、統計情報に対する地方行政機関の需要をみたすた
めの組織体制作りについての実績を述べた。ロシア科学アカデミーカレリヤ研
究センター（アパティトィ市）ゲ・ペ・ルジン記念経済法科大学研究員のゲ・
エム・ポベドノスツェヴァヤの報告は、地方振興計画を作成し実施するにあ
たって有効な手段となり得る、統計の潜在能力に関するものであった。ロシア
科学アカデミーカレリヤ研究センター経済法科大学（ペトロザヴォツク市）研
究部次長のヴェ・ヴェ・ディディクは、市町村の社会経済発展の計画策定に必
要な情報を提供するうえで生ずる課題と、その可能な解決方法とについて発言
した。
　経済学博士のア・エス・レヴァイキナ教授（ロシア科学アカデミーカレリヤ
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研究センター経済法科大学、ペトロザヴォツク市）の報告テーマは、地方研究
における「住民の貨幣所得」指標の、信頼性、捕捉性、正確性、とに関するも
のであった。報告者は住民の所得構成における諸定義を、「その他の所得」項
目を例として検討した。また、地方レベルにおける「住民の貨幣所得」指標
を、作成するための方法論を改善する諸方策を提案した。
　ベラルーシ経済大学（ミンスク市）准教授で経済学博士候補のエル・ア・ソ
シニコワの報告は興味深いものであった。彼女は環境統合マクロ経済指標の作
成を目指した研究の経験について述べた。エル・ア・ソシニコワは、企業の年
次報告と産業連関表とに基づいて、産出諸部門における環境保全のための全支
出を評価する方法（直接的及び間接的）について述べた。
　サンクトペテルブルグ国立経済財政大学統計学計量経済学講座准教授で経済
学博士候補のア・エヌ・シチリナは、イ・イ・エリセーエワ教授を中心とする
研究グループによる、汚職市場の推計に関する研究成果について詳しく述べ
た。マクロ経済現象に関する情報を保有する専門家、企業経理担当者、税務当
局職員、とに対するアンケート調査を実施したことを通じて、一連の課題の答
えを見出すことが可能となった。これらの課題とは、ロシアの汚職の規模を推
計すること、汚職のはびこりに関する諸特徴を見出すこと、これらの収支差
額、すなわち汚職による利得額を明らかにすること、とである。報告者は
SNAとMPS作成実務の改善に関する諸方策もあわせて提案した。
　ロシア科学アカデミー社会学研究所（サンクトペテルブルグ市）上級研究員
で哲学博士候補のベ・イ・マクシモフは、社会学研究において統計資料を利用
した自らの経験について述べた。社会は、統計を用いて、自身の状態、社会生
活の豊かな領域と貧しい領域、とを知らせ、また時折激しい破壊についての警
鐘を鳴らす。報告者は、公的統計情報を加工する際に生じる諸困難についても
述べた。その諸困難とは、社会学者が必要とする社会職業分類表の欠如、統計
集出版の遅延、統計情報が高価なこと、その他、とである。
　国立大学高等経済院技術社会学研究方法論講座長であり、経済学博士候補で
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あるア・ア・ヴェイヘルの報告は、国家統計活動においてアンケート調査をよ
り拡充する提案に関するものであった。ア・ア・ヴェイヘルは、ロシアにおけ
るビジネスとしてのアンケート調査市場の諸問題、社会問題の位置付けの変
化、情報リテラシーの熟練形成の問題、とについて自らの見解を述べた。
　第２分科会において統計発展の新しい諸問題に関する興味深い諸報告が行わ
れた。ロシア科学アカデミー社会学研究所社会学・技術革新課長で歴史学博士
候補のイェ・ア・イワノワは、ロシアの科学技術革新に関する国家統計の発展
と、その国際標準とについて詳しく述べた。ゲ・ヴェ・プレハーノフ記念ロシ
ア経済アカデミー（РЭА）教授で経済学博士であるエス・ア・ブルツェヴァ
ヤの報告は、統計学の新しい分野である地質統計学的推計の確立を提唱するも
のであった。ロシア科学アカデミー社会学研究所上級研究員のエヌ・エル・コ
ルネフは、住宅統計指標を地図表現するうえで可能な多くの方法に関する報告
を行った。
　分科会｢経済数理モデルにおける統計｣における諸報告は高い研究水準にある
ものとして際立っていた。
　サラトフ国立社会経済大学統計学講座長で経済学博士であるヴェ・ア・プロ
コフィエフ教授は、自分の大学の教員と大学院生との共同研究成果として、
個々の問題に関する理論発展について語った。特に「ゲルシェンクロン効果」
に関する詳細な内容の説明が行われた。また、ラスパイレス指数とパーシェ指
数との関係を、経済構造変化を示す指標としてマクロ、メゾ、ミクロ、との各
段階において利用することが可能であることが示された。経済構造変化が能動
的変化と受動的変化との２つに分けて示され、このようなアプローチを分析に
おいて適用することが可能であることが示された。
　ブルガリアのヴァルナ経済大学統計学講座上級助手ヴェ・ゲ・ディミトロワ
の報告内容は、国内の消費と貯蓄とに関する資料を利用して、国家債務の重さ
をモデル化することであった。報告者は財政赤字と国家債務の重さに関する統
計的及び経済学的研究の歴史を概説し、ブルガリア共和国の国家債務の重さに
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関する計量経済学的モデルに依拠した自身の研究成果を紹介した。
　オレンブルグ農業大学金融論信用論講座長で経済学博士候補のヴェ・エス・
レヴィン准教授は、時と場所とに関して固定資本投資を予測し、統計分析を行
う方法を開発するための、注目すべき研究成果を会議参加者に披露した。
　ロシア連邦政府付属金融アカデミー（モスクワ市）大学院生のア・ア・ピリ
プチュクは、ヴェ・エス・サリン教授による指導の下で進められた、保険会社
の金融リスク最適化に関する研究成果を発表した。保険会社の資産維持水準を
経済学的に計測することが可能なモデルが提案された。報告者は以下のよう
な、より一般的な問題を解決するにあたっての、モデルの有効性についても指
摘した。それらの一般的問題とは、企業が行う個々の事業ではなく、全ての事
業の総体をモデル化すること、再保険の様々な形態を組み合わせること、最適
保険料を算出すること、再保険構造全体を最適化すること、とである。
　サンクトペテルブルグヨーロッパ大学（ЕУСПб）講師のユ・ヴェ・ヴィ
ミャトニナは、英国ノッティンガムビジネススクール経済学教授B.ハリソンと
の、共同研究の成果を発表した。その共同研究のテーマは、「脱ドル化経済に
おける通貨切り替え現象−ロシアの場合−」である。通貨切り替えが大規模に
進むと、通貨に対する需要が不安定となり、実施される通貨金融政策の有効性
が著しく低下する可能性がある。報告者は1999年から2007年までを対象とした
研究成果を紹介し、その中で通貨と証券とにおけるドル離れが、どのような規
模で進んでいるかを明らかにした。証券におけるドル離れの規模の推移に影響
を与える主な要因は、物価上昇率、外国通貨と自国通貨とによる貯蓄利率の変
動速度、ルーブル交換レートの変動速度、とである。これら重要な要因のう
ち、外国通貨と自国通貨との貯蓄金利差が、通貨変更の要因として強調され
た。ロシアにおける通貨切り替えの規模は連続して縮小しており、このことは
ゲーム理論のヒステリシス効果がみられないことによって確認される。
　分科会｢社会人口統計｣における諸報告は、これまでの学会と同じく高い関心
を呼び起こした。
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　ブルガリアのヴァルナ経済大学統計学講座上級助手で経済学博士候補のエ
ス・ア・ジェコワは、社会経済体制の移行期にある中東ヨーロッパにおける、
子供の死亡の類型化に関する研究結果について述べた。
　サンクトペテルブルグヨーロッパ大学聴講生で物理数学博士候補のア・
ヴェ・スルコフの報告は、恵まれない家庭の子供等への投資に関する米国の経
験と、そのロシアへの適用可能性に関するものであり、興味深いものであった。
　サンクトペテルブルグヨーロッパ大学のユ・ヴェ・ラスキナは、国民の貧困
と格差の研究方法について体系的に述べた。貧困削減と経済成長とを目指した
政策を実施するための方針を作成するという視点から、貧困測定のための多く
の方法が存在している。研究者や政治家にとって必要なのは、貧困測定のあれ
これの方法を機械的に適用することではなく、実際に何が起きているかを理解
することである。貧困測定と同様に、貧困人口に焦点をあてた成長政策を実施
することもまた、統計機関をどう活用するかに依存している。
　オレンブルグ国立大学統計学計量経済学講座長で経済学博士のヴェ・エヌ・
アファナシェフ教授は、生活の質の評価付けに関して学生等が行った、社会学
的研究の成果について述べた。
　東シベリア国立工業大学（ウランウデ市）講座次長で経済学博士のイ・
ヴェ・アントホーノワ准教授は、移行期労働市場における雇用の新たな傾向に
関する研究成果を報告した。また情報社会の特徴を帯びた、移行期労働市場の
主な傾向を強調した。それらの主な傾向は以下の通りである。すなわち、資
本、技術、商品、との市場の動向を後追いして、労働市場が安定すること、労
働市場の再編は労使関係の不安定と短期雇用の拡がりとを招くこと、統計報告
へ反映されない、派遣労働、非正規労働、スポット労働、との利用が拡がるこ
と、不完全な就業状態、ネット求人の拡がりと定着、とが見られること、失業
がインフォーマル経済部門において混同されてしまうこと、グローバル化が成
長可能性を生み出すこと、これと同時に、労働が不安定なことと関連したリス
クが大きくなること、とである。労働市場の変化は、不平等の形態の変化、市
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場における投機者の利益、などの複雑な結果を導く。地方において不完全な就
業状態が拡がっており、女性の労働力化、公務労働におけるアルバイト、とが
増加しつつある。公務労働におけるアルバイトの拡がりは労働の質の低下を導
くであろう。
　ロシア科学アカデミー社会学研究所の上級研究員で哲学博士候補であるゲ・
ヴェ・エレミチェヴァヤと、同研究所研究員のエス・エヌ・イグナトヴァヤと
の報告は、社会的不平等の問題に関するものであった。わが国の福利指標が向
上する傾向にあるにもかかわらず、ロシアは貧困と社会的不平等指標が高い水
準にある国のままでいる。ロシアの貧困の著しい特徴はその構造にある。障害
者、子沢山の家庭、両親のそろわない家庭、高齢者、など古くから保護が必要
であると見なされてきた人々と並んで、働く国民の多くの部分が恵まれない
人々のカテゴリーに陥っている。これらワーキングプアーの人々の多くは、国
家セクターにおいて働く人々の間に見受けられる。報告の中で強調されたの
は、公的統計資料が現実を不完全にしか反映していないことである。国際プロ
ジェクト「社会的不平等がヨーロッパの経済と民主主義の発展及び国民にとっ
て何を意味するか−ポスト共産主義中東ヨーロッパの比較研究−」の枠内で進
められた調査において、対象となったサンクトペテルブルグ市民に関する資料
によって、このことが確認された。調査対象グループの資料を分析することに
よって、これら住民の物的生活水準だけでなく、年齢、ジェンダー、他の諸特
徴、とに関する資料に基づいて、社会的不平等問題へのアプローチの区分を明
確にすることができる。
　まとめの全体会が１月30日にサンクトペテルブルグ国立経済財政大学におい
て開催された。ここでは国家統計の理論と実践との発展に関する、焦眉の諸問
題が論議された。
　ロシア科学アカデミー中央経済数理研究所上級研究員で経済学博士候補の
イ・ア・ゲラシモワは、地方総生産（Gross Regional Products）の地域別分
布、国民の貨幣所得全体の大きさ、とに関するいくつかの統計分析結果を報告
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した。また、国民ひとりあたり貨幣所得分布の不平等を示す、最も重要な尺度
のひとつであるジニ係数の、1998年から2005年における地域間格差の推移を示
した。統計資料を分析することによって、GDP全体額における地方貢献度の
違い、貨幣所得総額における地方割合の違い、社会の階層分化の継続、とに関
して結論を導くことができた。
　ブルガリアヴァルナ経済大学総長で経済学博士候補のデ・エス・ラディロフ
の報告は、統計情報の理論的及び方法論的側面、統計を社会と権力との対話の
中へ統合する諸問題、とに関するものであった。現代社会において統計学はま
ず、情報科学として見なされなければならない、と彼は指摘した。統計情報を
めぐる今日の情況によって、その質的改善が求めてられている。統計の質と
は、管理、経済、価値、その他、との諸領域における、統計の、適用可能性、
正確性、入手可能性、相互比較可能性、統一性、などである。このことは統計
学の内実の変更を迫るものであり、新たな内容をもった統計学は、対象、方法
論、解釈、論理、構成、との新たな概念と様相とを伴う情報科学となるべきで
ある。権力と社会との対話における統計情報の利用は、方法論、実践、応用、
とにおける終わることのない改善を要するものである。
　会議の締めくくりとして、経済学博士候補でモスクワ金融産業アカデミー准
教授のイ・ア・パンティナは、統合指標作成における国家統計資料の利用に関
する諸問題について報告した。
　会議での論議を総括するにあたって参加者たちは、諸報告の内容が充実して
いたこと、議論が有益であったこと、運営が高い水準にあったこと、とを指摘
した。
　１月30日に行われた最後の全体会において、ロシア統計家協会（АСР）の
設立が提案された。ロシア統計家協会は、公的統計の改善に関する諸問題の解
決、国際交流の強化、応用研究と基礎研究への支援、統計学研究と、統計実践
及び統計教育との連携を強化すること、とに携わる専門家組織である。イ・
イ・エリセーエワの発言によれば、ロシア統計家協会の設立は統計学の権威を
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高める重要な契機となるであろう。イ・イ・エリセーエワを中心とする研究グ
ループによって作成された、ロシア統計家協会設立案が会議参加者の議論に付
された。会議参加者はロシア統計家協会設立計画を好意的に支持し、設立案を
『統計の諸問題』誌へ掲載することを求める発言を行った。
　会議の一環として統計学教育方法論会（УМО）が開催された。その中で、
経済学博士のヴェ・エス・ムヒタリャン教授は、統計学を専攻する学士と修士
を養成するための、「第３世代の教育標準」を会議参加者へ提唱した。彼は多
くの問題を示したが、主たる問題は、統計学が独立科学として教育されるべき
か、あるいは経済学を専攻する者の教育における部分科目として扱われるべき
か、ということであった。
　論点はいつもどおり多岐にわたった。しかし参加者はこのような協同作業と
交流とから大きな満足を得たし、サンクトペテルブルグにおける出会いに喜び
を見出した。会議参加者のための文化プログラムも行われた。参加者は、プー
シキン市のエカテリーナ宮殿と男子高等貴族学校（リツェイ）とを訪れた。リ
ツェイで用いられていた教育科目表のなかに、統計学があり、誰もがうれしく
思った。また、ユスポフ宮殿を訪れ、誰もが忘れえぬ印象を得た。
　会議の会場において参加者たちは、『金融と統計』出版社の、統計学、経済
学、数理方法、情報処理、とに関する新しい出版物を入手することができた。
　会議の資料はサンクトペテルブルグ国立経済財政大学サイト（www.finec.
ru）において閲覧することができる。
　『統計の諸問題』2008年№3掲載 《Вопросы Статистики》 2008,№3.стр.70-77.
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訳者後記
　訳者は、2008年１月28日から30日までロシアサンクトペテルブルグにおいて
国際学術会議「社会と権力との対話における統計」に参加し、Преоброзование 
японской статистической системы -новое законодательство-「日本の統計制
度改革−新統計法を中心に−」と題して報告する機会を得た。この会議に関す
る論文がロシア誌《Вопросы статистики》『統計の諸問題』 2008 №３に掲載
された。ロシアの代表的統計学者が一堂に会したこの会議の総括論文が、今日
のロシア統計学界の全体像を鳥瞰する格好の資料となると思われる。
　今回の学術会議が母体となり、ロシア統計家協会が設立される予定であり、
今後２年に１度学会総会が開催される予定である。
　学会出席にあたり九州国際大学国際学会旅費助成の支給を受けた。
